令和6年度沖縄市障がい者差別解消支援地域協議会　議事概要

日時：令和7年3月21日　13：30～15：00開催
出席者（敬称略）
バリアフリーネットワーク会議　親川　修(会長)
沖縄市障がい者福祉協会　髙良　格
沖縄市精神療養者家族会おあしすコール　川上林健
沖縄県手をつなぐ育成会　田中寛
沖縄市障がい者基幹相談支援センター　島　和也
中部地区障害者就業・生活支援センター　知花えりか
沖縄市料理飲食業組合　武原康博
沖縄市観光物産振興協会　金城　諭
株式会社レキオス　下地　雅美
沖縄市健康福祉部　仲宗根　勲
沖縄市経済文化部　花城　博文
(欠席者・・・沖縄商工会議所 島田 孝、弁護士 松山 清一郎)

<次第>
１．開会
・会長あいさつ・・・会長
・各委員自己紹介

２　資料説明・・・事務局
　・第1回沖縄市障害者差別解消支援協議会以降の主な取組について
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議事概要

親川)
2024年から障害者差別解消法が改正され、初めての年です。本日は、事務局からの報告、各機関の取組を聞き、地域への啓発活動につなげるために意見交換を行う。
事務局からの報告について、何か意見はありますか。
高良）
お互いが障がい者と思っていなくて、勘違いからトラブルが発生することがある。
川上）
事業所等や研修等、周知は行っていると思うが、事業所以外の個人個人の地域の方々に法律について、知ってもらえるようなアピール方法を考えられるといいのではないか。
事務局）
地域市民へ周知をすすめられるよう別の方法も検討する。
田中）
市内事業所とはどんな事業所なのか。
事務局）
銀行、大手スーパー、公共施設などです。
親川）
告知効果のある場所に掲示されている印象。ちなみに観光協会にも届いていますか。
金城）
観光協会にも届いています。
親川）
観光で来られた方が困りごとをどこに相談してよいかわからない状況がある。
観光業界に対して、今後更に啓発が必要ではないかと考える。バリアフリースペースがないからといってホテルの予約がとれないという事例が他市町村であった。
島）
地域共生社会の実現を考えたとき、差別解消と教育分野の連携・情報共有は重要ではないかと考えるが、そのような取組はあるのか。
事務局）
医療的ケア児の個別対応など、個々で対応できている面はあるかと思うが、全体的な取組ではまだ連携できていない。県の差別に関する協議会でも教育関係の相談が多いと聞いている。今後更に検討していかなければいけない。
島）
個人的な見解にはなるが、共生社会を作っていくと考えた場合、教育現場で子どもたちがそのような法律に触れる機会があること、そして子どもがその情報を持ち帰って親に伝えること、この流れを作れることが周知について必要ではないかと思う。
親川)
　同じ福祉の立場で知花さん、就業・就労のところでありますか。
知花）
普段支援していて、一人暮らしをしたい方がいて家探しのお手伝いをすることがあるが、支援者が不動産へ連絡すると断られてしまうというのは何年も前からある。居住分野にも周知啓発を図り、理解を得ることが必要ではないか。また分野ごとに特化して研修会を開く等、あるといいなと思う。
事務局）
　現在、研修は市内在勤・在住の方向け、市職員向けに幅広く行っている。
　今年度2回行っており、次年度も2回行う予定のため、1回は別の対象で出来るのか、今後の研修の在り方を検討します。
島）
過去に沖縄市自立支援協議会で、宅建協会連携させてもらい、宅建協会の集まりの際にお話しさせて頂いたり、宅建協会の持っているラジオ番組で啓発したり、居住支援協議会の動きも含めて、業界自体は合理的配慮と差別解消に向けて取り組む姿勢がある。
下地）
要配慮者の家探しをする中で、障がいを持つ方や生活保護の方は断られることが多い
現場からは「断れなくなるんですか」という声もある。家主が困っても相談する先がない、賃貸契約上、解約できない問題など課題はある。しかし、今回の改正で変わる部分はある。
親川）
小さな事業所にも、分かりやすいように広げていくことが大切だと思う
川上）
精神1級の方で、すぐに居住先が見つかった事例があった。住宅のオーナーの子どもが障がいを持っているということもあり、障がい理解があったことで、受け入れてくれたとのこと。
下地）
悪化したときに、どなたが対応してくれるのかという問題がある
田中）
知的・発達障害は、大きく医学用語でいうと精神遅滞などの精神障害の1つ。見た目でわかりにくい面もあるため、ヘルプマークを更に啓発・活用していくことが必要ではないか。熊本ではヘルプマークをカード化しているところもある。
福祉避難所について、知的障害、発達障害の方は（一般の）避難所にいきにくい。保護者の方で行くのを躊躇してしまうことがある。昨年美咲支援学校の保護者の方から特別支援学校を非難所にしてほしいとの声があった。
11月に内閣府でも支援学校を避難所にとの公的文書が出ている。普段こどもたちが行き慣れた場所で、安心して避難できるよう配慮が必要という趣旨。
もう一点は、知的障がい者の代理投票について、各投票所まで周知が行き届いていない部分がある。
事務局）
福祉避難所について美咲特別支援学校と調整しているが、スペース確保の物理的問題や運営するマンパワーの不足等、今後課題を検討しながら前向きに話し合いを続けていくよう勧めている。
今年度は、一般避難所でも要配慮者のための福祉スペースの設置も別途進めていと考えている。
代理投票については、今年度選挙管理委員会に情報共有し、各投票所に浸透していけるよう取り組んでいる最中であり、今後も継続して取り組んでいく
田中）
教育委員会にもヘルプマークの周知啓発が必要ではないか
事務局）
田中）
飲食業界にはヘルプマークは浸透していないのではないか
武原）
ヘルプマークについて広がっていない部分はある。
差別の相談について、自分のところまで届いてはいないが、各事業所に相談は来ているかもしれないので、共有していきます。
花城）
2年ほど前に、身体障がいのある方に対し、ホテルの宿泊→市内飲食店での食事→FC琉球試合観戦を体験してもらったことはあるが、市民の方々はとても優しく対応してくれている印象があった。そのような対応が今後地域に広がり継続していけるよう取り組んでいきたい
親川）
[bookmark: _GoBack]沖縄市では、要配慮者に対しエイサー祭りでの特別ブース設置、しおの森イベントでも要配慮者ルートを確保などの取り組みがおこなわれており評価している。このような取り組みを市民へどんどん周知することもやってもらいたいと思う。
金城）
沖縄アリーナで、上がり下がりで観戦を断念された方がいた。
高良）
美らパーキングの普及、障害者等用駐車区画の適正利用について
親川）
那覇市は公共施設に関しては必ず当事者の意見を反映させる取り組みは始まっている。
田中）
知的障がい者のスポーツ大会を県総合運動公園で毎年開催しているが、芝生が傷むから
ということで立ち入り禁止区域が設けられた。その後、県に訴えて利用がかなった。
こちらから訴えていくことが大切だと考える
仲宗根）
池原団地の建て替えについて、沖縄市障がい者協会と連携しながら実施していく旨、
建設部から説明があった。
事務局）
来年度協議会について、年2回の実施を目標にする。
